
１．情報の収集

　情報の収集にあたっては利用目的を明確にした上で適法かつ公正な手段で行う。

２．個人情報の安全管理措置の徹底

　取扱う個人情報の正確性、安全性の確保のため、漏えい、改ざん、滅失又は棄損の防止、その他個人情報の安全

を確保するための情報セキュリティ対策のために必要かつ適切な措置を講じる。なお、外部に個人情報の処理を委

託する場合には、個人情報の機密保持について、社内及び外部委託先の双方に責任者を定め、監督を厳正に行う。

３．コンプライアンスの実施

　社長以下全従業員に対し、情報セキュリティの必要性・重要性の周知徹底をはかり、教育を行うとともに全員が

各々責任を持って法令を遵守する。また、協力会社等に対しては、情報セキュリティの必要性・重要性の周知徹底

をはかり、監督を充分に行う。

４.預託個人情報の管理

　顧客から業務に関連して預託された個人情報に関しては、その保護の重要性を認識し、適正な利用と管理を行

う。

５.個人情報に関連する法令等の遵守

　個人情報の取扱いにおいて、「個人情報の保護に関する法律」及びその他の関連法令、規範を遵守する。

６．管理組合との業務委託の契約、覚書、協定書等の締結にあたり、法令遵守、個人情報の保護及び苦６．管理組合との業務委託の契約、覚書、協定書等の締結にあたり、法令遵守、個人情報の保護及び苦６．管理組合との業務委託の契約、覚書、協定書等の締結にあたり、法令遵守、個人情報の保護及び苦６．管理組合との業務委託の契約、覚書、協定書等の締結にあたり、法令遵守、個人情報の保護及び苦

情等の対応について記載する事項情等の対応について記載する事項情等の対応について記載する事項情等の対応について記載する事項（事業者グループの場合は構成員も記入ください）

　耐震化手法の決定にいたる上記フロー図の業務全般について支援可能である。

　また、手法化決定以降、事業実施段階においても、事業推進や設計・監理等、事業完了までに至る業務支援が可

能である。

４．耐震化手法の検討から事業実施に至るまで支援できる業務の種類４．耐震化手法の検討から事業実施に至るまで支援できる業務の種類４．耐震化手法の検討から事業実施に至るまで支援できる業務の種類４．耐震化手法の検討から事業実施に至るまで支援できる業務の種類

５．企業コンプライアンスとして定め公表している事項５．企業コンプライアンスとして定め公表している事項５．企業コンプライアンスとして定め公表している事項５．企業コンプライアンスとして定め公表している事項（事業者グループの場合は構成員も記入ください）

〔個人情報取り扱いに関する社内体制について〕

　当社では、お客さまの個人情報の取扱いについて、情報管理責任者を設置し、その管理責任者の指示のもと適切

な保護・管理を行います。

　あらゆる個人情報への不正アクセス、紛失、破壊、改ざん、漏えいなどのリスクを合理的に分析し、予防並びに

是正に関する安全対策を実施します。

〔耐震化手法の検討から事業実施に至るまでのフロー（モデルケース）〕

３．耐震化支援手法の特色３．耐震化支援手法の特色３．耐震化支援手法の特色３．耐震化支援手法の特色

　社内に事業推進のためのコンサルタント部門と建築設計部門を併せ持つことにより、耐震改修計画と建替え計画

との比較検討についても迅速かつ弾力的に対応することができ、検討の初動期から事業完了まで総合的に支援する

ことが可能である。


